
2024年3月期の業績につきましては、全体として計画通
りに着地しました。コロナ禍を背景に業績が落ち込んだ訪
販グループの回復はやや足取りが遅いものの、フードグルー
プが増収となったことにより、連結売上高は前期から4.9%
増加し、1,787億82百万円となりました。フードグループに
ついては、2017年からシリーズ展開している、他社との共
同開発である「misdo meets」が好調で、マーケティング戦
略を通じた付加価値の高い商品展開が売上増に寄与してい
ます。加えて、原材料費などの高騰を踏まえて価格改定を
実施しましたが、おかげさまでお客様のご支持をいただき、
こちらも売上増に貢献しています。

利益面につきましては、フードグループの増収にともな
う売上総利益の増加が寄与しました。一方で、当期の主な
取り組みとして、流通するマット・モップ商品にRFID（電子
タグ）を取り付けました。取り付け後の運営に関しましては、
能登半島地震の影響により若干の遅れが生じましたが、7月
から開始しております。連結営業利益については、RFID

（電子タグ）の取り付けにともなう大幅な原価増に加えて、
適格請求書等保存方式（インボイス制度）対応にともなう
システム関連費用、人件費、運賃などの経費が増加したこと

2024年3月期の業績について

から前期から41.1%減少して50億84百万円となり、連結
経常利益は前期から30.9%減少して78億63百万円となり
ました。

また、石川県にある連結子会社が地震で被害を受けたこ
とにともない特別損失を計上したことで、親会社株主に帰
属する当期純利益については、前期から36.4%減少し、45
億74百万円となりました。

なお、RFID（電子タグ）への投資に関しては、大半を当期
の費用として計上しています。投資にともなう利益面の直
接効果としては、マット・モップの数量確認にかかる手間が
省力化できることから、協力工場に支払う委託加工料、すな
わちマットなどの洗浄に必要なコストが引き下げられます。
当期に計上した投資は数年以内に回収できる見込みです。

さらに訪販グループでは、2023年3月期から家庭市場
の新規開拓を目的として立ち上げた営業専任組織が、成果
を上げています。そこでこれまで直営店と関係会社で展開
していたことに加えて、2024年3月期からは加盟店でも
同様の取り組みを始めました。今後、営業活動を強化して
いくことで訪販グループの収益性を高めていくものと期待
しています。

資本コストおよび株価を意識した経営を通じて、
M&Aをはじめとする成長投資を積極的に展開し、
中長期の持続的な成長を実現してまいります

取締役 CFO
本社財務グループ担当

宮田 直人

主な経営指標

CFOメッセージ

2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期

連結売上高 百万円 159,102 153,770 163,210 170,494 178,782

連結営業利益 百万円 6,577 4,651 9,899 8,637 5,084

連結経常利益 百万円 7,929 6,633 12,215 11,375 7,863

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 5,591 2,821 8,132 7,196 4,574

自己資本比率 % 76.6 77.2 76.1 76.6 76.3

自己資本当期純利益率(ROE) % 3.8 2.0 5.5 4.8 3.0

総資本当期純利益率(ROA) % 2.9 1.5 4.2 3.6 2.3

1株当たり期末株価 円 2,841 2,785 2,689 3,190 3,299

株価収益率（PER) 倍 25.84 48.7 16.33 21.83 34.72

株価純資産倍率(PBR) 倍 0.99 0.94 0.88 1.02 1.03
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今後の成長戦略として、当社では成長投資に向けた体制
づくりを整えています。とくに私が議長を務めています投資
評価会議においては、昨年一年間にわたり投資評価の枠組
み、体制を見直しました。これによって、投資時の評価はも
ちろん、投資後のモニタリングについても実効性のあるも
のとなり、取締役会の事前検討決裁機関として機能してい
くものと考えます。加えて、M&Aに関しては、新規事業開
発部が中心となって案件の情報収集や管理を一元的に行う
体制を整備し、今後は、成長戦略に資する案件の吟味を効
果的に行っていく考えです。なお、現状における健全な財務
のもとでは、数十億円程度のM&A案件について自己資金
で十分対応することが可能です。

投資評価会議での議論において、一般的な投資案件につ

投資評価会議による投資案件の適正評価

いて例外はあるものの、10年で回収できることを投資可能
な基準と考えます。

次の中期経営方針を見据えたキャッシュアロケーション
としては、成長投資および株主還元のバランスを図りつつ、
株主価値を高めるよう適正な配分を検討していきます。PBR
を向上させるには、株主の皆様に対する配当を引き上げて
いく必要があると判断し、2022年3月期から配当性向を引
き上げるとともに、総還元性向の向上を図ってきました。こ
の点、株主の皆様から一定の評価をいただき、株価も上昇
基調となったと考えます。今後も投資と内部留保、そして株
主還元の割合について、DOEの指標を踏まえつつ、どのよ
うな形が適正であるかを判断してまいります。

2023年3月期 2024年3月期 2期間実績合計

普通配当 4,350（1株当たり88円） 3,874（1株当たり80円） 8,225

記念配当 ―  968（1株当たり20円）※1 968

配当額（年間） 4,350（1株当たり88円） 4,842（1株当たり100円） 9,193

自己株式取得 3,303（取得株数 1,094千株） 1,696（取得株数 527千株） 4,999

株主還元額合計 7,654 6,538 14,193

配当性向 60.2% 105.3% 78.1%

総還元性向 106.4% 143.0% 120.6%

DOE 2.9% 3.2% ※2

「中期経営方針2022」期間中の株主還元方針
●  配当に加えて、機動的で弾力的な自己株式の取得を積極的に実施し、3年間累計の総還元性向100%以上を目標に株主の皆様に利

益還元する方針
●  財務健全性とのバランスを考慮した上で、業績に応じた利益配分を行うことを基本方針とし、毎期の配当額は、連結配当性向

60%または自己資本配当率（DOE）2.5%のいずれか高い額とする

財務方針・資本政策
事業ポートフォリオの再構築に向けて、投資対効果を見極めながら新しい成長機会に着実かつ大胆な投資を行う。期間中の営業
キャッシュ・フローの活用に加えて、金融資産の圧縮および金融機関からの借入検討など、資本効率の向上を図ります。

※配当性向につきましては1株当たり計算、総還元性向につきましては総額計算により算出しております。

（単位：百万円）

※1 創業60周年記念配当　※2 DOE（普通配当のみ）≒ 2.54%

3ヵ年のキャッシュアロケーション（2023年3月期〜2025年3月期）のアップデート

2022年2月公表

Cash-in

営業キャッシュフロー 450億円以上

金融資産 ➡

借入金※必要時に実施 扌

Cash-out

維持投資 210億円

成長投資 490億円

　うちM&A・出資 200億円規模

株主還元 210億円以上

　うち配当 約125億円

　その他の株主還元 約85億円

2023年3月期
実績

2024年3月期
実績

2025年3月期
計画

120億円 110億円 220億円以上

71億円減少 126億円減少 ➡

ー ー 扌

140億円 244億円 214億円

42億円 104億円 53億円

76億円 65億円 75億円

43億円 48億円 61億円

33億円 17億円 14億円

「中期経営方針2022」の進捗状況につきましては、現時
点でほぼ計画通りに進捗しています。ただし、成長戦略のう
ち成長投資については、3年間の計画として490億円を掲
げ、うちM&Aを200億円規模と想定していましたが、この
2年間の実績は146億円となります。

2024年3月期については、全国で300ヵ所を超える子育
て支援施設を運営する株式会社JPホールディングスの株
式を取得し、持分法適用関連会社化するなど、104億円の
投資を行いました。JPホールディングスの案件については、
訪販グループの事業展開において若い世代のお客様への
アプローチが重要であることを狙い、中長期にわたる成長
とグループ間のシナジーを見据えた投資となっています。
また、フードグループでは、北関東を中心にイタリアンレス
トラン「ナポリの食卓」を運営している株式会社ボストンハウ
スの管理統括会社である、健康菜園株式会社を子会社化し
ました。これまで培ってきたノウハウを活用して出店地域を
拡大し、フランチャイズ展開も視野に入れて進めていきた
いと考えています。

海外事業展開については、訪販およびフードグループと

資本効率向上の取り組みと投資戦略の見通し

も中国、東南アジアを中心にマスターフランチャイズが着実
に拡大していますが、資産としての投資は生じていません。
「中期経営方針2022」の最終年度、さらに次期中期経営

方針に向けては、安定した営業基盤を維持していくものの、
人件費や原材料の高騰が不確定要因ととらえています。
そのために今後、価格転嫁が可能な商品とサービスの開
発が必須であると考えます。また、金利の上昇についても、
金利が上がることで、投資家をはじめとするステークホル
ダーの皆様の期待リターン（株主資本コスト）が上がること
から、さらに一段上の水準を目指した投資が必要と考え
ます。また、当社は全国にフランチャイズチェーンを形成し
てビジネスを展開しており、フランチャイズ本部の使命とし
て、災害等が発生した際にはフランチャイズチェーンを維持
し、加盟店の復旧支援や運営支援を行うための資金に加え、
事業において後継者不在の課題を抱えている加盟店の事
業譲受等が必要になる場合もあることから、一定規模の内
部留保を確保しています。さらなる不測の事態に備えては、
金融機関からの調達余力も十分に有しており、引き続き財
務の健全性維持に努めていきます。

※実績値は支払いベース
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株主総利回り（TSR）

1年 3年 5年 10年
累積 年率 累積 年率 累積 年率

ダスキン 6.6% 28.2% 8.6% 39.1% 6.8% 95.9% 7.0%

TOPIX 41.3% 53.4% 15.3% 96.2% 14.4% 142.1% 9.2%
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当社の過去10年間の株主リターン（Total Shareholders 
Return：TSR）については、東証株価指数（TOPIX）を下回る
収益率となっています。この点につきましては、前述の通り、
財務の健全性を維持しつつ、事業ポートフォリオの変革や実
効性の高いM&A実現に積極的に取り組んでいます。引き

株主資本コストを上回るTSRの実現に向けて

続き、収益性の向上と安定的な配当の実施を継続するとと
もに、株主資本コストを上回るTSRを実現できるよう実効性
の高い財務戦略を実行し、株価を意識した経営に取り組むこ
とで、株主価値の向上に努めていきます。

将来の成長に向けて、成長戦略の推進とともに、人材ポー
トフォリオの変革に向けた投資を積極的に進めているところ
です。人材の獲得競争が激しくなる中で、新卒採用だけに頼
るのではなく、即戦力となる中途採用にも注力しています。
とくに商品開発や加盟店運営のスーパーバイザー、さらに
はDX戦略や海外展開を担う人材の強化を図っています。

また、社員にとってより魅力的な企業となるために、人事
システムの刷新や人事制度の見直しを進めています。

今後は、人材の獲得と育成に加え、DE&I（ダイバーシ
ティ・エクイティ&インクルージョン）に配慮した人事戦略を

サステナビリティを意識した経営を加速政策保有株式について

展開していきます。多様な人材が互いに切磋琢磨しながら、
可能な限りコンパクトな組織体制のもとで、生産性の高い
事業運営を目指します。

人材への投資と同様に、CSV（経済価値と社会価値の両
立）を加速する上で、サステナビリティへの投資も非常に重
要だと考えています。サステナビリティ関連の投資は短期
的にはコストがかかるかもしれませんが、長期的な持続的
成長のためには欠かせない取り組みです。ESG経営を推進
するため、重要課題（マテリアリティ）に対する取り組みを着
実に進めていきます。

 

 

 

  

リターン率
の向上

キャッシュ
アロケー
ションの
最適化

株主価値
の増大

（ROE向上）

成長力

収益力

適正な
株主還元

長期的な
資本コスト
の低減

最適な
資本構成

経営戦略・課題

事業ポートフォリオ
の変革

経営基盤の構築

社会との共生

収益及び積極的
な資本効率向上
への取り組み

持続的な成長を
支える財務基盤
の安定維持

中期経営目標

● 人的資本経営の推進
● R&Dの強化

● ESG経営の推進
● CO2排出量46％減
（FY2013比）
● ワンウェイプラスチック
25％排出抑制（FY2020比）

● 総還元性向
3年間累計100％以上

● 機動的で弾力的な
自己株式取得の実施

● 成長投資490億円
● うちM&A・出資
200億円規模

● 売上高1,890億円
● 親会社株主に帰属する
当期純利益100億円

● ROE6%以上

主な参考指標

 

 

● セグメント別売上高/
営業利益率

● 売上高原価率
● 総資産回転率

● キャリア充実度
（社員意識調査）
● 女性管理職比率
● 研究開発費

● エネルギー使用量
● 再生可能エネルギー
利用率

● プラスチック使用量

● 配当性向
● 自己資本配当率
（DOE）
● 株主総利回り（TSR）

● フリーキャッシュ
フロー・マージン率

● 設備投資額

財務ロジックツリー

すべての政策保有株式について、毎年、個別銘柄ごとに
業務提携、取引の維持・強化等事業活動上の必要性および
当社の資本コストや発行会社の株価動向等を勘案し、保有

の適否を取締役会で検証を実施しています。連結純資産比
率が上昇傾向にあるのは、主に保有している上場株式20銘
柄の評価益の拡大によるものです。

政策保有株式に関する方針
当社は、政策保有株式については、保有する
合理性があると認める場合に限り、適切な数
の株式を保有することとしており、合理性が
認められない銘柄については適宜、当該企業
との対話などを経て、縮減または売却する方
針としています。

評価損益 連結純資産比率取得価額

非上場株式
上場株式

20232022202120202019
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24,02524,025 21,25221,252 18,83518,835

12.512.5
14.514.5

12.312.3

16.016.0

17,42717,427

（各年3月期）

（銘柄数）

25,26025,260

16.616.6

2024

28,87928,879

14,62714,627 11,65311,653 11,55211,55211,64711,647 15,66415,664 15,67415,674

9,3989,398 9,5999,599 7,2837,2835,7805,780
9,5969,596 13,20413,204

18.818.8

政策保有株式

※ Total Shareholder's Return (TSR)：株主総利回り。キャピタルゲインと配当を合わせた総合投資収益率
※ グラフの値は、2014年3月末日の終値データを100としてTSRによる時価を指数化したもの
※ TSRの計算は、ダスキンは累積配当額と株価変動により、TOPIXは配当込の株価指数により算出(Bloombergデータ、日本取引所グループ月報
「3.株価指数・株価平均」等により当社作成）

※ダスキン保有分（子会社保有分は含んでいません）
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